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核兵器廃絶の暗黒時代―――危機に瀕する核軍縮体制 

NPT 運用検討会議、合意文書不採択 

 

本年 4 月末から 5 月にかけて国連本部で開催された NPT（核兵器不拡散条約）運用検討

会議(再検討会議)は、またしても最終合意文書（Final Document）の採択に至りませんで

した。最終文書合意に失敗したのは 2015年と 2022年に続き三度連続でした。 

私は KAKKIN 視察団として 5 月 1 日国連本部で連合・原水禁・KAKKIN 訪問団として

中満泉国連事務次長と面談し、「1000万人署名」のテキストを手交しました。その際に短時

間ですが、質疑応答の時間をいただき、今般の核兵器廃絶をめぐる厳しい情勢について議論

し、今後とも国際的な核兵器廃絶運動を強化していくことで一致しました。 

この会議に先立って、会議議長のド・ハン・ヴィエト議長は、「もし今回も失敗するよう

なことになれば、NPT そのものの信頼性を失うかもしれない」と警告していましたが、会

議終了後の 5月 22日には、「3回連続でコンセンサスによる成果文書の採択に失敗したこと

は、この体制にとって破滅的結果だ」と苦渋の表情をぬぐい切れない様子でした。 

わたしたちは国連での広島・長崎県・副知事、両市長やノーべル賞受賞の被団協や ICAN

他各種反核団体の演説を現場で視聴しました。いずれも原爆投下の悲惨さと反原爆の姿勢を

訴えつつも、具体的政策としての第六条の核保有国の軍縮努力の活性化、先制不使用、消極

的安全保障(核保有国は非核保有国を攻撃しない)、核兵器⽤核分裂性物質⽣産禁⽌条約 

(FMCT）などを優先課題として口々に訴えていたのが印象的でした。 

 

危機に瀕する核軍縮体制 

しかしそのいずれも結果的には合意が得られませんでした。核軍縮体制は今や危機に瀕し

ているといっても過言ではありません。 

 NPT 運用検討会議は、1968 年に締結された条約の効力(70 年発効)が 95 年に失効した後

も、義務の履行状況と遵守状況を検証し、条約およびそれまでに採択された決定の支援の再

確認すること、そして NPT の目標と目的を前進させるためのさらなる措置を検討する目的

を持っています。今回はその 11回目でした。 

 130か国の外交官による 4週間にわたる激しい討論が行われました。締約国の多くは基本



的に NPT およびその三本柱(核兵器の拡散防止、核軍拡競争の防止、保障措置の下での原子

力平和利用の推進)への支持を強調しましたが、結局合意文書の採択には至りませんでした。

ヴィエト議長は記者会見で、「どの国もコンセンサスを妨害したわけではない。コンセンサ

スがもともと存在しなかったからだ」と落胆の弁を述べていました。 

 

最大の課題はイラン核兵器保有 

 その最も大きな理由は、イランと米国の間の対立テーマでした。会議初日、米国が、イラ

ン代表を 35名の副議長の一人に推薦しようとした非同盟運動（NAM）の提案に対して、異

議を唱えましたが、「イランが決して核兵器を保有できないようにすること」に米国の最大

の優先順位がありました。 

 米国は、最終文書案第 15段落に盛り込まれた「イランはいかなる場合にも核兵器を追求、

開発、または取得してはならない」というイランを問題視するこの文言を、合意文書に残す

よう強く主張。一方で、イランはこの記述を拒否しました。 

また、西側諸国グループを含む多くの国々は、「国際原子力機関（IAEA）理事会が、イラ

ンは IAEA との保障措置協定上の義務を履行していないと認定したことへの懸念」を表明

すべきであると主張したのに対して、イランと一部の国々は、これに反発した。それ以外で

もイランは、草案に含まれていた「核兵器国である米国とイスラエルが、非核兵器国イラン

の保障措置下にある核施設を攻撃したことは、核安全保障上の基本原則および国際法に違反

する」という非難の文言が削除されたことにも反発しました。 

そもそも今回の運用検討会議も開催前から合意文書の調印については悲観的見通しが強

かったのは確かです。準備会議は 2023年 7月から 2025年 5月までの期間に 3回の会期で実

施されましたが、準備会議では運用検討会議の運営面については合意しましたが、実質的な

勧告を含むコンセンサス報告書の採択には失敗。核軍縮、核不拡散、中東問題、核兵器国と

非核兵器国の対立など、従来からの論点について深刻な対立は温存された状態でまとまりま

せんでした。 

 

背景にある核兵器保有をめぐる重層的な国際社会の亀裂 

2000 年 NPT 運用検討会議では、核兵器国が初めて、「核軍縮につながる核兵器の完全廃

絶を明確に約束する（unequivocal undertaking）」ことに合意、2010 年再検討会議では、



「核軍縮・核不拡散・原子力の平和利用」の NPT の三本柱に加え、中東問題を含む 64項目

からなる行動計画（Action Plan）について合意することができました。 

しかしその後、2015 年の NPT 運用検討会議では、1995 年中東決議の実施をどのように

進めるかをめぐって対立、COVID-19 により延期された 22 年運用検討会議では、とくにウ

クライナ紛争をめぐる米欧とロシアの対立によって、武力紛争下における核安全（nuclear 

safety）および核セキュリティ（nuclear security）に関する文言をめぐって対立、いずれも

最終文書についてコンセンサスを形成することはできませんでした。今回はそれらに次ぐ最

終合意文書の不採択でした。そこには国際社会の重層的な核保有国と非核保有国の間の摩擦

や思惑が影を落としています。 

改めて言うまでもなく、ウクライナ紛争でプーチン露大統領は核兵器使用まで示唆してい

ます。米・イスラエルのイラン攻撃の背景にはイランの核兵器開発疑惑がずっと沈殿してい

ました。そして東アジアでは核弾頭数を着実に増やす中国と、より直接的な日本への脅威と

なっている北朝鮮の核兵器開発という現実があります。核抑止力による「パワーポリティッ

クス」が前面に躍り出ているのが今日の国際社会です。西側世界の盟主を誇る米国のトラン

プ大統領は昨年末の米国戦略文書で公然と「力の平和」を称揚しました。 

もともと NPT が成立したのは、米露英仏に加えて 1964 年に核兵器開発に成功した中国

を加えた五カ国がそれ以上核兵器保有国数を増やさないこと(核拡散、とくに核の水平的拡

散)で同意したからです。当然 NPT は非核保有国にとっては五カ国の核兵器独占体制(核ク

ラブ)にみえました。軍事的パワーの格差構造の承認でもありました。その後、インド、パ

キスタン、イスラエル、北朝鮮など核兵器保有国の数は増えています。同時に核兵器保有国

の中でも核兵器技術の面では格差があり、今から 31 年前にはシラク大統領が前任者のミッ

テラン大統領の核兵器実験停止政策を覆して米露の技術水準にキャッチアップするために

実験再開に踏み切ったことがありました。この時は世界で核実験反対運動が高揚しました

(核兵器開発技術格差＝垂直的拡散)。 

しかし近年大きくなってきたのは保有意志のない非核保有国や核兵器廃絶団体の支持を

受けて 2021 年 1 月に批准された核兵器禁止条約 (TPNW)支持の声です。これは核兵器の

開発、保有、使用、および使用の威嚇など、核兵器に関わるあらゆる活動を全面的に禁止し、

その廃絶を義務づけた国際条約です。今回の NPT 運用検討会議でもこれを支持する一連の

団体は核兵器の拡散について強い懸念を示していました。その背景には、NPT 第 6 条に定



められた核保有国による核軍縮義務の成果が一向に挙がっていない現状に対するこれらの

国や団体の苛立ちがあります。 

 

核兵器体制強化の潮流 

 実際に世界の核兵器の数はストックホルム国際平和研究所（SIPRI）の推計で約 1万 2000

発〜1 万 2200 発。冷戦時代よりも減少したとはいえ、かなりの数が維持されており、核兵

器先進国では核軍縮の努力どころか、さらなる核兵器開発の動きすら出ています。米露間の

戦略兵器削減条約(NEW START)はトランプ政権の条約離脱によって本年から失効し、米

露間には核兵器をめぐる無条約の状態が続いています。ウクライナ戦争をめぐっては、ウク

ライナの原子力発電所の安全・核セキュリティ上のリスクも NPT 会議では議論されました

が、ロシア代表は同国が実行的に管理するウクライナ・ザポリージャ原子力発電所の現状に

言及することには反対しました。 

また欧州同盟国への米国核兵器の前方配備や将来的な新たな核共有（nuclear sharing）

体制を批判された西欧諸国は、NATO 体制下での米国と自国の核共有政策(有事の米国核兵

器の同盟国による運搬)を肯定し、核抑止政策は NPT の文言に抵触しないとしてその正当

性を強く擁護しています。最近マクロン仏大統領は核弾頭数の増加を決定、フランスの核戦

力強化とその「欧州核(欧州同盟国との共有)」への発展を提唱しています。米欧の核共有に

対してロシア、中国、非同盟諸国は核不拡散を定めた「NPT 第 1 条・第 2 条の精神に反す

る」と批判。これに対して NATO 加盟西欧諸国は核共有を「平時の管理権は米国にあるた

め NPT 違反ではない」と反論しているのが実態です。 

NPT 会議中も、中国の孫外交部軍縮局長は、明らかに米国を念頭に置いて、「ある国は、

他国からの「核の脅威」を誇張し、それを口実として数兆ドル規模の核戦力近代化に投資し

ている」、さらに、「その国が提唱する『多国間核軍備管理・戦略的安定性対話』なるものは、

世界最大の核戦力を保有する国としての特別かつ主要な責任を他国に転嫁しようとする試

みにすぎない」と米国を痛罵しました。これに対して、米仏英国は共同声明の中で、「NPT

上のすべての核兵器国が、多国間の戦略的安定性対話に参加し、相互の透明性を高め、具体

的なリスク削減措置を採用すること」を強調しました。 

 こうした中で、大多数の国が承認する包括的核実験禁止条約（CTBT）を支持する文言だ

けは、米国の反対を退けて削除されなかったのがせめてもの救いでした。 



 

日本の苦衷の選択と新たな決意 

 周知のように日本政府の核廃絶政策は、NPT 体制支持中心の立場です。日米同盟体制の

米国の「核の傘」を堅持するためです。しかしその一方で、日本は「ヒロシマ」「ナガサキ」

に象徴される唯一の「ヒバク(被爆)国」です。歴代政府はそうした中で、核保有国と非核保

有国との間の「橋渡し役」を強調してきましたが、TPNW を支持せず、批准もしていない

というのが現状です。 

 現実には戦後一貫して米国の核の傘で守られる一方で、非核三原則を掲げ「平和国家」を

標榜する日本の立場は論理的な跛行状態にあるといえます。政府は、国連核兵器廃絶決議

（「核兵器のない世界に向けた共通のロードマップ構築のための取組」）を毎年国連総会に提

出し、そうした日本の置かれたジレンマの状況をカバーしてきました。この決議は、昨年 147

か国の支持を得て採択されています。さらに核軍縮の実質的な進展のための賢人会議

(EPG)、軍縮・不拡散イニシアティブ（NPDI ⾮核兵器国のグループである 12か国で構成）

の枠組みによる核兵器廃絶共同行動、核兵器⽤核分裂性物質⽣産禁⽌条約（FMCT）の交渉

開始、包括的核実験禁⽌条約（CTBT）の発効促進などを日本政府は提唱しています。 

 しかし冷戦時代と変わらぬ東アジアの現実と日米同盟の枠組みの中で、政府はより直接的

な「橋渡し役」としての行動に出づらいというのが実際でもあります。TPNW の批准とま

でいかなくとも、せめてオブザーバー参加でも、という声が野党各党の主張ですが、自民党

政府はそこにも踏み切れないでいます。非核平和国家を提唱する日本のジレンマです。 

国際的な核兵器廃絶運動の後退の中で日本の重要性が改めて問われています。こうした中

で KAKKIN は NPT 体制を中心としたこれまでの運動の基本方針を鑑みつつ、TPNW の支

持を承認していますが、その批准を打ち出すまでには至っていません。日本政府のオブザー

バー参加も議論していません。TPNW への今後の対応、さらに核兵器廃絶の諸政策にどの

ようにアプローチしていくべきか。国際的核兵器廃絶体制の存在が問われる中で、どのよう

にして核兵器廃絶運動の再建と発展に向かって進んでいくのか、私たちは新たに問いかけて

いかねばなりません。 

 

 


